










On Accommodation Tax as Revenue
Source for Local Tourism Policies
前　田　高　志 　
Accommodation tax is a non-legal local tax earmarked for tourism
policies by local government. It is based on the bene¯t taxation
principle and tourists are required to pay the tax according to the
local tourism service they consume. Accommodation tax is important
from the viewpoint of local autonomy for taxation. Recently, the role
of accommodation tax as revenue source of local tourism policies is
increasing. The purpose of this paper is to clarify the reason for it and
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数は 476万人であったが、2005年 678万人、2010年 861万人、2015年 1,973
万人、2016年 2,404万人、2017年 2,869万人、2018年 3,119万人と増え続けて
おり、とりわけ 2010年以降は対前年比で 2010年 26.8%、2012年 34.4%、2013
















































経済学論究第 73 巻第 1 号
1. 東京都宿泊税
東京都宿泊税は 2002年 10月に導入された。2017年度の税収は 24億円で
あった。なお、東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催にあ


















































大阪府は 2017年 1月に宿泊税を導入した。当初は年間約 11億円の税収を
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⑤税率 　 1人 1泊につき宿泊料金が、7,000円以上 15,000円未満；
100円、15,000以上 20,000円未満；200円、20,000円以
上；300円
※ 2019年 6月 1日以降、課税対象となる宿泊料金の下限
が 10,000円から 7,000円に引き下げられた。










　 　・国家戦略特別区域法第 13条第 4項に規定する認定事
業者
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額は以下のとおりである9)。






















京都市の宿泊税は 2018年 10月に導入された。税収（見込み額）は 2018年
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④納税義務者 　②の施設への宿泊者






































































































































































































































































































































































































































34) 7 年半の時限立法で導入され、その後、5 年間延長課税された。
|231|
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対価の支払いを要するものを課税物件として、鑑賞者を納税義務者として、1





















































































































38) 2013 年 12 月に国家戦略特別区域法に基づく旅館業法の特例で「特区民泊」が法制化された。
39) 住宅宿泊事業法は 2018 年 6 月に施行されている。
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15,000円未満 100円、15,000円以上 200円の 3段階、大阪府が 7,000円未満
が非課税、7,000円以上 15,000円未満 100円、15,000円以上 20,000円未満
200円の 4段階、京都市が 20,000円未満 200円、20,000円以上 50,000円未
満 500円、50,000円以上 1,000円の 3段階、金沢市が 20,000円未満 200円、
20,000円以上 500円の 2段階である。各団体の宿泊料金別の 1人 1泊の税額
は以下の表 1の通りとなる。
表 1 　各自治体の宿泊料金別宿泊税額
 5,000円 10,000円 15,000円 20,000円 30,000円 50,000円 80,000円 
東京都 0円 0円 200円 200円 200円 200円 200円 
大阪府 0円 100円 200円 300円 300円 300円 300円 
京都市 200円 200円 200円 500円 500円 1,000円 1,000円 
金沢市 200円 200円 200円 500円 500円 500円 500円 
倶知安町 100円 200円 300円 400円 600円 1,000円 1,600円 
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